様式第２号

支援業務の実施に関する計画書

１  組織及び運営に関する事項
支援業務を実施する組織体制、人員体制

２  支援業務の概要に関する事項
  (1) 支援業務を行う区域

  (2) 支援業務の対象となる住宅確保要配慮者の範囲


  (3) 支援業務の具体的内容及び実施方法

    ア  登録住宅に入居する住宅確保要配慮者への家賃債務保証（法第42条第１号）
      (ｱ) 実施形態（該当する区分を■にしてください。）
          □ 自ら実施する。 □ 委託により実施する。
□ 必要が生じた場合は実施できるよう備えている。
          □ 登録を受けた家賃債務保証業者と連携を図る。

      (ｲ) 具体的な内容、実施方法


    イ  賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談その他の援助（例：住宅相談など。法第42条第２号）

      (ｱ) 実施形態（該当する区分を■にしてください。）

          □ 実施する。  □ 必要が生じた場合は実施できるよう備えている。

      (ｲ) 具体的な内容、実施方法


    ウ  賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者に対する情報提供・相談その他の援助（例：見守り、生活相談など。法第42条第３号）

      (ｱ) 実施形態（該当する区分を■にしてください。）

          □ 実施する。  □ 必要が生じた場合は実施できるよう備えている。

      (ｲ) 具体的な内容、実施方法


    エ  ア～ウに掲げる業務に附帯する業務（法第42条第４号）

      (ｱ) 実施形態（該当する区分を■にしてください。）

          □ 実施する。  □ 必要が生じた場合は実施できるよう備えている。

          □ 該当する業務はない。

      (ｲ) 具体的な内容、実施方法


○支援業務を行う区域を具体的に記載してください。（例：○○市内 など）


○県内全域を対象に支援業務を行う場合は、「県内全域」と記載してください。





○組織図などにより、支援業務と支援業務以外の業務を行う組織の部分（関係）がわかるように記載してください。


○支援業務以外の業務を行うことにより支援業務の公正な実施に支障を及ぼさないことがわかるように明示してください。


○支援業務別、支援業務を行おうとする事務所別に、人員体制がわかるように記載してください。


○支援業務について1年以上の実務経験を有する職員が、支援業務に従事することがわかるように明示してください。





法第２条第1号から第５号、同法施行規則第３条第１号から第10号及び静岡県賃貸住宅供給促進計画１．(1)に定める住宅確保要配慮者のうち、支援業務の対象とするものを記載してください。





○(ｱ)で「自ら実施する。」、「委託により実施する。」、「必要が生じた場合は実施できるよう備えている。」を選択した場合は、家賃債務保証業務に係る経理とその他の業務に係る経理とが区分されていることがわかるように記載してください。


○(ｱ)で「必要が生じた場合は実施できるよう備えている。」、「登録を受けた家賃債務保証業者と連携を図る。」を選択した場合でも、実際に実施・連携するケースを想定して記載してください。





(ｱ)で「必要が生じた場合は実施できるよう備えている。」を選択した場合でも、実際に実施するケースを想定して記載してください。





(ｱ)で「必要が生じた場合は実施できるよう備えている。」を選択した場合でも、実際に実施するケースを想定して記載してください。





(ｱ)で「必要が生じた場合は実施できるよう備えている。」を選択した場合でも、実際に実施するケースを想定して記載してください。
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